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第１ 指定介護予防支援事業に関する事項 

１ 介護保険法第 115 条の 23 （指定介護予防支援の事業の基準） 
事業者は、指定介護予防支援に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基

準及び指定介護予防支援の事業の運営に関する基準に従い、要支援者の心身の状況等に

応じて適切な介護予防支援を提供するとともに、自らその提供する介護予防支援の質の

評価を行うことその他の措置を講ずることにより常に介護予防支援を受ける者の立場に

立ってこれを提供するように努めなければならない。 

２ 運営基準 

(1) 運営基準の性格
○ 基準は、事業の目的を達成するために必要な最低限度の基準である。

事業者は、基準を充足することで足りるとすることなく、常にその事業の運営の向

上に努めなければならない。 

○ 基準を満たさない場合は、指定を受けられない又は更新は受けられない。

○ 運営開始後、基準違反が明らかになった場合には、市町村長は、

① 相当の期限を定めて基準を遵守する勧告を行い、

② 相当の期限内に勧告に従わなかったときは、事業者名、勧告に至った経緯、当該

勧告に対する対応等を公表し、

③ 正当な理由が無く、当該勧告に係る措置をとらなかったときは、相当の期限を定

めて当該勧告に係る措置をとるよう命令する」ことができる。

なお、③の命令を行った場合には、事業者名、命令に至った経緯等を公表する。 

また、③の命令に従わない場合には、当該指定を取り消すこと、又は取り消しを行

う前に相当の期間を定めて指定の全部若しくは一部の効力を停止することができる。 

○ ただし、次の場合には、基準に従った適正な運営ができなくなったものとして、

指定の全部若しくは一部の停止、又は直ちに指定を取り消すことができる。

① 指定介護予防支援事業者及びその従業者が、介護予防サービス計画の作成又は変

更に関し、利用者に対して特定の介護予防サービス事業者等によるサービスを利

用させることの対償として、当該介護予防サービス事業者等から金品その他の財

産上の利益を収受したときその他の自己の利益を図るために基準に違反したとき

② 利用者の生命又は身体の安全に危害を及ぼすおそれがあるとき

③ その他①及び②に準ずる重大かつ明白な基準違反があったとき

○ 基準違反に対しては、厳正に対応すべきとされている。
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(2) 事業の基本方針
○ 利用者が可能な限り、居宅において自立した日常生活を営むことができるよう配慮

すること。

～「在宅介護の重視」という介護保険制度の基本理念の実現

○ 利用者の心身の状況、その置かれている環境に応じて、利用者の選択に基づき、利

用者の自立に向けて設定された目標を達成するために、適切な保健医療サービス及び

福祉サービスが、当該目標を踏まえ、多様な事業者からの総合的かつ効率的に提供さ

れるよう配慮すること。

○ 公正中立 に行うこと。： 特定のサービスや事業者に不当に偏しないこと。

○ 市町村、地域包括支援センター、老人介護支援センター、他の事業者、介護保険

施設等との連携に努めること。

○ 利用者の人権の擁護、虐待の防止等のため、必要な体制の整備を行うとともに、従

業者に対し研修を実施する等の措置を講じなければならない。

○ 指定介護予防支援を提供するに当たっては、介護保険法第 118条の２第１項に規定

する介護保険等関連情報その他必要な情報を活用し、適切かつ有効に行うよう努めな

ければならない。

(3) 人員に関する基準

※用語の定義

①「常勤」

当該事業所における勤務時間が、当該事業所において定められている常勤

の従事者が勤務すべき時間数（週32時間を下回る場合は週32時間を基本とす

る）に達していることをいうものである。 

ただし、雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する

法律（昭和47年法律第113号）第13条第１項に規定する措置（以下この①に

おいて「母性健康管理措置」という。）又は育児休業、介護休業等育児又は

家族介護を行う労働者の福祉に関する法律（平成３年法律第76号。以下この

①において「育児・介護休業法」という。）第23条第1項、同条第３項又は

同法第24条に規定する所定労働時間の短縮等の措置若しくは厚生労働省「事

業場における治療と仕事の両立支援のためのガイドライン」に沿って事業所

が自主的に設ける所定労働時間の短縮措置が講じられている者については、

利用者の処遇に支障がない体制が事業所として整っている場合は、例外的に

常勤の従業者が勤務すべき時間数を30時間として取り扱うことを可能とする

。 

また、人員基準において常勤要件が設けられている場合、従事者が労働基

準法（昭和22年法律第49号）第65条に規定する休業、母性健康管理措置、育

児・介護休業法第２条第１号に規定する育児休業、同条第２号に規定する介

護休業、同法第23条第２項の育児休業に関する制度に準ずる措置又は同法第

24条第１項（第２号に係る部分に限る。）の規定により同項第２号に規定す

る育児休業に関する制度に準じて講ずる措置による休業を取得中の期間にお

いて、当該人員基準において求められる資質を有する複数の非常勤の従事者

を常勤の従業者の員数に換算することにより、人員基準を満たすことが可能

である。 

②「専らその職務に従事する」 
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原則として、サービス提供時間帯を通じて当該サービス以外の職務に従事

しないことをいうものである。 

① 従業者の員数

ア 地域包括支援センターの設置者である指定介護予防支援事業者は、指定介護予防

支援事業所ごとに必ず１以上の保健師、介護支援専門員、社会福祉士、経験ある看

護師又は高齢者保健福祉に関する相談業務等に３年以上従事した社会福祉主事（以

下「担当職員」という）であり、介護予防支援業務に関する必要な知識及び能力を

有する者を１以上置かなければならない。

イ 担当職員は、アの要件を満たすものであれば、当該介護予防支援事業所である地

域包括支援センターの職員等と兼務して差し支えないものであり、また、利用者の

給付管理に係る業務等の事務的な業務に従事する者については、アの要件を満たし

ていなくても差し支えない。

ウ 指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業者は、当該指定に係る事業

所ごとに指定介護予防支援の提供に当たる必要な数の介護支援専門員を１以上置か

なければならない。

エ ウの介護支援専門員は、当該居宅介護支援事業所の介護支援専門員と兼務しても

差し支えない。

② 管理者

ア 指定介護予防支援事業者は、当該指定介護予防支援事業所ごとに常勤の管理者を

置かなければならない。

イ 地域包括支援センターの設置者である指定介護予防支援管理者がアの規定により

置く管理者は、専らその職務に従事する者でなければならない。ただし、指定介護

予防支援事業所の管理に支障がない場合は、当該指定介護予防支援事業所の他の職

務に従事し、又は当該指定介護予防支援事業者である地域包括支援センターの職務

に従事することができる。

ウ イの管理者は、指定介護予防支援事業所の営業時間中は、常に利用者からの利用

申込等に対応できる体制を整えている必要があるものであり、管理者が指定介護予

防支援事業所である地域包括支援センターの業務を兼務していて、その業務上の必

要性から当該事業所に不在となる場合であっても、その他の従業者等を通じ、利用

者が適切に管理者に連絡がとれる体制としておく必要がある。

エ 指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業者がアの規定により置く管

理者は、主任介護支援専門員でなければならない。ただし、以下のような主任介護

支援専門員の確保が著しく困難である等やむを得ない理由がある場合については、

管理者を介護支援専門員とする取扱いを可能とする。

・ 不測の事態(※)により、主任介護支援専門員を管理者とできなくなって待った場

合であって、主任介護支援専門員を管理者とできなくなった理由と、今後の管理者

確保のための計画書を保険者に届け出た場合。

  なお、この場合、管理者を主任介護支援専門員とする要件の適用を１年間猶予す

るとともに、当該地域に他に介護予防支援事業所がない場合など、利用者保護の観

点から特に必要と認められる場合には、保険者の判断により、この猶予期間を延長

することができる。 
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 (※) 不測の事態については、保険者において個別に判断することとなるが、想定

される主な事例は次のとおり 

   ・本人の死亡、長期療養など健康上の問題の発生 

   ・急な退職や転居等 

・ 特別地域介護予防支援加算又は中山間地域等における小規模事業所加算を取得で

きる場合 

オ エに規定する管理者は、専らその職務に従事する者でなければならない、ただ

し、次に掲げる場合は、この限りではない。 

 ⅰ 管理者がその管理する指定介護予防支援事業所の介護支援専門員の職務に従事

する場合 

 ⅱ 管理者が他の事業所の職務に従事する場合（その管理する指定介護予防支援事

業所の管理に支障がない場合に限る） 

 

 (4) 運営に関する基準 

① 介護保険等関連情報の活用とＰＤＣＡサイクルの推進について 

○ 指定介護予防支援を行うに当たっては、介護保険法（以下法という。）第 118条

の２第１項に規定する介護保険等関連情報等を活用し、事業所単位でＰＤＣＡサイ

クルを構築・推進することにより、提供するサービスの質の向上に努めなければな

らない。 

 

② 内容及び手続の説明及び同意 

○ 事業者は、利用申込があった場合には、あらかじめ、利用者又はその家族に対し

て、運営規程の概要・担当職員の勤務体制・秘密の保持・事故発生時の対応・苦情

処理の体制等の利用申込者がサービスを選択するために必要な重要事項を、説明書

やパンフレット等の文書を交付して説明を行い、同意を得なければならない。 

同意については、書面によって確認することが望ましい。 

○ 介護予防サービス計画は、福岡市基準条例第４条基本方針及び利用者の選択を尊

重し、自立を支援するために作成されるものである。このため、指定介護予防支援

について利用者の主体的な取り組みが重要であり、介護予防サービス計画の作成に

あたって利用者から担当職員に対して複数の指定介護予防サービス事業者等の紹介

を求めること等につき十分説明を行わなければならない。なお、この内容を利用申

込者又はその家族に説明を行うに当たっては、併せて、介護予防サービス計画原案

に位置付けた指定介護予防サービス事業者等の選定理由の説明を求めることが可能

であることについても説明を行うとともに、理解が得られるよう、文書の交付に加

えて口頭での説明を懇切丁寧に行い、それらを理解したことについて利用申込者か

ら署名を得ることが望ましい。 

○ 事業者は、介護予防支援事業者は、指定介護予防支援の提供の開始に際し、あら

かじめ、利用者又はその家族に対し、利用者について、病院又は診療所に入院する

必要が生じた場合には、担当職員（指定居宅介護支援事業所である指定介護予防支

援事業者の場合にあっては介護支援専門員。以下同じ。）の氏名及び連絡先を当該

病院又は診療所に伝えるよう求めなければならない。 
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また、利用者が病院又は診療所に入院する場合には、利用者の居宅における日常生

活上の能力や利用していた指定介護予防サービス等の情報を入院先医療機関と共有す

ることで、医療機関における利用者の退院支援に資するとともに、退院後の円滑な在

宅生活への移行を支援することにもつながる。指定介護予防支援事業者と入院先医療

機関との早期からの連携を促進する観点から、利用者が病院又は診療所に入院する必

要が生じた場合には担当職員の氏名及び連絡先を当該病院又は診療所に伝えるよう、

利用者又はその家族に対し事前に協力を求める必要がある。なお、より実効性を高め

るため、日頃から担当職員の連絡先等を介護保険被保険者証や健康保険被保険者証、

お薬手帳等と合わせて保管することを依頼しておくことが望ましい。 

＜運営指導における不適正事例＞ 

・ 重要事項説明書が作成されていない・交付されていない。 

・ 重要事項説明書の記載内容が不十分。 

（例）複数事業所の紹介、事業所選定理由の説明、入院時の協力、苦情相談

窓口（事業所・国保連・市町村）、事故発生時の対応苦情処理の体制

、秘密の保持 

・ 重要事項説明書の内容が運営規程と異なる。※特に実施地域や営業日 

・ 実施地域を越えたサービスの提供に係る交通費の記載が不適切。 

 

③ 重要事項の電磁的方法による提供 

○ 事業者は、利用申込者又はその家族から申し出があった場合には、②による文書

の交付に代えて、当該利用申込者又は家族の承諾を得て、当該文書に記すべき重要

事項を電子情報処理組織を使用する方法その他の情報を使用する方法その他の情報

通信の技術を使用する方法であって次に掲げるものにより提供することができる。

この場合において、当該指定介護予防支援事業者は、当該文書を交付したものとみ

なす。 

 ア 電子情報処理組織を使用する方法のうちⅰ又はⅱに掲げるもの 

  ⅰ 指定介護予防支援事業者の使用に係る電子計算機と利用申込者又はその家族

の使用に係る電子計算機とを接続する電気通信回線を通じて送信し、受信者の

使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記録する方法 

  ⅱ 指定介護予防支援事業者の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記

録された重要事項を電気通信回線を通じて利用申込者又はその家族の閲覧に供

し、当該利用申込者又はその家族の使用に係る電子計算機に備えられたファイ

ルに当該重要事項を記録する方法（以下に記載する承諾又は申し出にあって

は、指定介護予防支援事業者の仕様に係る電子計算機に備えられたファイルに

その旨を記録する方法） 

 イ 磁気ディスク、CD-ROM その他これらに準じる方法により一定の事項を確実に

記録しておくことができる物をもって調製するファイルに重要事項を記録したも

のを交付する方法 

○ 上記ア及びイに掲げる方法は、利用申込者又はその家族がファイルへの記録を出

力することによる文書を作成することができるものでなければならない。 
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○ 事業者は、電磁的方法により重要事項を提供しようとするときは、あらかじめ、

当該利用申込者又はその家族に対し、その用いる次に掲げる電磁的方法の種類及び

内容を示し、文書又は電磁的方法による承諾を得なければならない。 

ａ 上記ア及びイのうち指定介護予防支援事業者が使用するもの 
ｂ ファイルへの記録の方式 

○ 上記承諾を得た事業者は、当該利用申込者又はその家族から文書又は電磁的方法

により電磁的方法による提供を受けない旨の申出があったときは、当該利用申込者

又はその家族に対し、重要事項の提供を電磁的方法によってしてはならない。ただ

し、当該利用申込者又はその家族が再び同項の承諾をした場合は、この限りでな

い。 

 

④ 提供拒否の禁止 

○ 事業者は、正当な理由なく指定介護予防支援の提供を拒んではならない。 

（正当な理由の例） 

・ 利用申込者の居住地が当該事業所の通常の事業の実施地域外である場合 

・ 利用申込者が他の指定介護予防支援事業者にも併せて指定介護予防支援の依

頼を行っていることが明らかな場合 

・ 当該事業所（指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業者の当該

指定に係る事業所に限る。）の現員からは利用申込に応じきれない場合 

 

⑤ サービス提供困難時の対応 

事業所の通常の事業の実施地域等を勘案し、利用申込者に対し自ら適切な指定介護

予防支援を提供することが困難であると認めた場合は、他の事業者の紹介その他の必

要な措置を講じなければならない。 

 

⑥  受給資格等の確認 

被保険者証によって、被保険者資格、要支援認定の有無、要支援認定の有効期間を

確かめるものとする。 

 

⑦ 要支援認定の申請に係る援助 

〇 被保険者の要支援認定に係る申請について、利用申込者の意思を踏まえ、必要な

援助を行わなければならない。 

〇 指定介護予防支援の提供の開始に際し、要支援認定を受けていない利用申込者に

ついては、要支援認定の申請が既に行われているかどうかを確認し、申請が行われ

ていない場合は、当該利用申込者の意思を踏まえて速やかに当該申請が行われるよ

う必要な援助を行わなければならない。 

〇 要支援認定の更新の申請が、遅くとも当該利用者が受けている要支援認定の有効

期間の満了日の 30 日前には行われるよう、必要な援助を行わなければならない。 

 

⑧ 身分を証する書類の携行 

事業者は、担当職員に身分を証する書類を携行させ、初回訪問時及び利用者又はそ

の家族から求められた時は、これを提示すべき旨を指導しなければならない。 
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⑨ 利用料等の受領 

○ 償還払いの場合の利用料と介護報酬により算定した額との間に、不合理な差額を

設けてはならない。 

○ 通常の事業の実施地域以外の地域の居宅を訪問して指定介護予防支援を実施する

場合には、それに要した交通費の支払いを利用者から受けることができる。その場

合は、あらかじめ、利用者又はその家族に対して額等に関して説明を行い、利用者

の同意を得なければならない。 

○ あいまいな名目による費用の支払いを受けることは認められない。 

 

⑩ 保険給付の請求のための証明書の交付 

利用者から利用料の支払いを受けた場合は、当該利用料の額等を記載した指定介護

予防支援提供証明書を利用者に対して交付しなければならない。 

 

⑪ 指定介護予防支援の業務の委託 

地域包括支援センターの設置者である事業者は、法第 115条の 23第３項の規定によ

り指定介護予防支援の業務の一部を委託する場合には、次に掲げる事項を遵守しなけ

ればならない。 

ア 委託に当たっては、中立性及び公正性の確保を図るため地域包括支援センター運

営協議会（介護保険法施行規則第 140条の 66第１号ロ⑵に規定する地域包括支援セ

ンター運営協議会をいう。）の議を経なければならないこと。 

イ 委託に当たっては、適切かつ効率的に指定介護予防支援の業務が実施できるよう

委託する業務の範囲や業務量について配慮すること。 

ウ 委託する指定居宅介護支援事業者は、指定介護予防支援の業務に関する知識及び

能力を有する介護支援専門員が従事する指定居宅介護支援事業者でなければならな

いこと。 
エ 委託する指定居宅介護支援事業者に対し、指定介護予防支援の業務を実施する介

護支援専門員が、福岡市指定介護予防支援の事業の運営に関する基準に係る規定及

び介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準に係る規定（市長から情報の

提供を求められた場合の具体的取扱方針に係る規定を除く。）を遵守するよう措置さ

せなければならないこと。 

 

⑫ 法令代理受領サービスに係る報告 

○ 指定介護予防支援事業者は、毎月、国民健康保険団体連合会に対し、介護予防サ

ービス計画において位置付けられている指定介護予防サービス等のうち法定代理受

領サービス（法第 53 条第４項の規定により介護予防サービス費が利用者に代わり当

該指定介護予防サービス事業者に支払われる場合の当該介護予防サービス費に係る

指定介護予防サービスをいう。）として位置付けたものに関する情報を記載した文書

を提出しなければならない。 

○ 指定介護予防支援事業者は、介護予防サービス計画に位置付けられている基準該

当介護予防サービスに係る特例介護予防サービス費の支給に係る事務に必要な情報

を記載した文書を、国民健康保険団体連合会に対して提出しなければならない。 
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⑬ 利用者に対する介護予防サービス計画等の交付 

事業者は、要支援認定を受けている利用者が要介護認定を受けた場合その他利用者

からの申出があった場合には、当該利用者に対し、直近の介護予防サービス計画及び

その実施状況に関する書類を交付しなければならない。 

 

⑭ 利用者に関する市町村への通知 

指定介護予防支援事業者は、指定介護予防支援を受けている利用者が次のいずれか

に該当する場合は、遅滞なく、意見を付してその旨を市町村に通知しなければならな

い。 

ア 正当な理由なしに介護給付等対象サービスの利用に関する指示に従わないこと等

により、要支援状態の程度を増進させたと認められるとき又は要支援状態となった

と認められるとき。 

イ 偽りその他不正の行為によって保険給付の支給を受け、又は受けようとしたと

き。 

 

⑮ 管理者の責務 

○ 管理者は、介護保険法の基本理念を踏まえた利用者本位の指定介護予防支援の提

供を行うため、当該指定介護予防支援事業所の担当職員の管理、利用申込みに係る

調整、業務の実施状況の把握等を一元的に行うとともに、職員に指定基準の規定を

遵守させるために必要な指揮命令を行わなければならない。また、管理者は、日頃

から業務が適正に執行されているか把握するとともに、従業者の資質向上や健康管

理等、ワーク・ライフ・バランスの取れた働きやすい職場環境を醸成していくこと

が重要である。 

 ＜運営指導における不適正事例＞ 

・ 管理者が利用申込の調整をしていない。 

・ 管理者が各担当職員の介護予防サービス計画の内容不備等を把握しておらず

、また指導していない。 

・ 管理者が各担当職員の業務の実施状況を把握していない。 

 

⑯ 運営規程 

事業者は、事業所ごとに次に掲げる事業の運営についての重要事項に関する規程

として、次の事項を定めるものとする 

○ 事業の目的及び運営の方針 

○ 職員の職種、員数及び職務内容 

・担当職員とその他の従業者に区分し、員数及び職務内容を記載すること。 

・職員の「員数」は日々変わりうるものであるため、業務負担軽減等の観点から、

規程を定めるに当たっては、基準条例第５条及び基準規則第３条において置くべ

きとされている員数を満たす範囲において、「〇人以上」と記載することも差し

支えない。 

○ 営業日及び営業時間 

○ 指定介護予防支援の提供方法、内容及び利用料その他の費用の額 
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・利用者の相談を受ける場所、課題分析の手順等を記載すること 

○ 通常の事業の実施地域 

・客観的にその区域が特定されるものとすること 

○ 虐待の防止のための措置に関する事項 

・虐待の防止に係る組織内体制（責任者の選定、従業者への研修方法や研修計画

等）や虐待又は虐待が疑われる事案が発生した場合の対応方法等を指す内容であ

ること。 

○ その他運営に関する重要事項 

 

⑰ 勤務体制の確保 

○ 事業所ごとに、原則として月ごとの勤務表を作成し、担当職員については、日々

の勤務時間、常勤・非常勤の別、管理者との兼務関係等を明確にすること。また、

非常勤の担当職員については、他の業務と兼務する場合には、当該他の業務に支障

がないよう配慮しなければならない。 

○ 勤務の状況等は管理者が管理する必要があり、当該事業所の業務として一体的に

管理されることが必要であり、非常勤の担当職員が兼務する業務の事業所を介護予

防支援の拠点とし、独立して利用者ごとの介護予防支援台帳の保管を行うようなこ

とは認められない。 

○ 事業者は担当職員の資質の向上を図る研修の機会を確保すること。 

○ 事業者は、職場において行われる性的な言動又は優越的な関係を背景とした言動

であって業務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより担当職員の就業環境が害さ

れることを防止するための方針の明確化等の必要な措置を講じなければならない。 

 ※ 事業主が講ずべき措置の具体的内容及び事業主が講じることが望ましい取組に

ついては、次のとおりとする。なお、セクシュアルハラスメントについては、上

司や同僚に限らず、利用者やその家族等から受けるものも含まれることに留意す

ること。 

１ 事業主が講ずべき措置の具体的内容 

事業主が講ずべき措置の具体的な内容は、事業主が職場における性的な言動に起

因する問題に関して雇用管理上講ずべき措置等についての指針（平成 18年厚生労

働省告示第 615号）及び事業主が職場における優越的な関係を背景とした言動に起

因する問題に関して雇用管理上講ずべき措置等についての指針（令和２年厚生労働

省告示第５号。以下「パワーハラスメント指針」という。）において規定されてい

るとおりであるが、特に留意されたい内容は以下のとおりである。 

ａ 事業主の方針等の明確化及びその周知・啓発 

職場におけるハラスメントの内容及び職場におけるハラスメントを行ってはな

らない旨の方針を明確化し、従業者に周知・啓発すること。 

ｂ 相談（苦情を含む。以下この⑰において同じ。）に応じ、適切に対応するため

に必要な体制の整備 

相談に対応する担当者をあらかじめ定めること等により、相談への対応のため

の窓口をあらかじめ定め、労働者に周知すること。 

なお、パワーハラスメント防止のための事業主の方針の明確化等の措置義務に

ついては、女性の職業生活における活躍の推進に関する法律等の一部を改正する
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法律（令和元年法律第 24号）附則第３条の規定により読み替えられた労働施策

の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業生活の充実等に関する法律第

30条の２第１項の規定により、中小企業（医療・介護を含むサービス業を主た

る事業とする事業主については資本金が 5,000万円以下又は常時使用する従業員

の数が 100人以下の企業）は、令和４年４月１日から義務化となり、それまでの

間は努力義務とされているが、適切な勤務体制の確保等の観点から、必要な措置

を講じるよう努められたい。 

２ 事業主が講じることが望ましい取組について 

パワーハラスメント指針においては、顧客等からの著しい迷惑行為（カスタマー

ハラスメント）の防止のために、事業主が雇用管理上の配慮として行うことが望ま

しい取組の例として、①相談に応じ、適切に対応するために必要な体制の整備、②

被害者への配慮のための取組（メンタルヘルス不調への相談対応、行為者に対して

１人で対応させない等）及び③被害防止のための取組（マニュアル作成や研修の実

施等、業種・業態等の状況に応じた取組）が規定されている。介護現場では特に、

利用者又はその家族等からのカスタマーハラスメントの防止が求められていること

から、１（事業主が講ずべき措置の具体的内容）の必要な措置を講じるにあたって

は、「介護現場におけるハラスメント対策マニュアル」、「（管理職・職員向け）

研修のための手引き」等を参考にした取組を行うことが望ましい。この際、上記マ

ニュアルや手引きについては、以下の厚生労働省ホームページに掲載しているので

参考にされたい。 

（https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_05120.html） 

 

＜運営指導における不適正事例＞ 

・ 月毎の勤務（予定）表が作成されておらず、勤務状況が不明確。 

・ 勤務表上、勤務時間・常勤非常勤の別・職員の兼務関係が不明確。 

・ハラスメント防止のための指針の整備等の措置が講じられていない。 

 

⑱ 業務継続計画の策定等 

○ 事業者は、感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する指定介護予防支

援の提供を継続的に実施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るた

めの計画（以下「業務継続計画」という。）を策定し、当該業務継続計画に従い必

要な措置を講じなければならない。 

〇 事業者は、担当職員に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研

修及び訓練（シミュレーション）を定期的に実施しなければならない。 

＊ 業務継続計画の策定、研修及び訓練の実施については、他のサービス事業者との

連携等により行うことも差し支えない。 

＊ 研修及び訓練の実施にあたっては、全ての従業者が参加できるようにすることが

望ましい。 

＊ 業務継続計画には、以下の項目等を記載すること。なお、各項目の記載内容につ

いては、「介護施設・事業所における感染症発生時の業務継続ガイドライン」及び

「介護施設・事業所における自然災害発生時の業務継続ガイドライン」を参照され

たい。また、想定される災害等は地域によって異なるものであることから、項目に
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ついては実態に応じて設定すること。なお、感染症及び災害の業務継続計画を一体

的に策定することを妨げるものではない。さらに、感染症に係る業務継続計画並び

に感染症の予防及びまん延の防止のための指針については、それぞれに対応する項

目を適切に設定している場合には、一体的に策定することとして差し支えない。 

イ 感染症に係る業務継続計画 

ａ 平時からの備え（体制構築・整備、感染症防止に向けた取組の実施、備蓄品  

の確保等） 

ｂ 初動対応 

ｃ 感染拡大防止体制の確立（保健所との連携、濃厚接触者への対応、関係者と

の情報共有等） 

ロ 災害に係る業務継続計画 

ａ 平常時の対応（建物・設備の安全対策、電気・水道等のライフラインが停止

した場合の対策、必要品の備蓄等） 

ｂ 緊急時の対応（業務継続計画発動基準、対応体制等） 

ｃ 他施設及び地域との連携 

＊ 研修の内容は、感染症及び災害に係る業務継続計画の具体的内容を職員間に共有

するとともに、平常時の対応の必要性や、緊急時の対応にかかる理解の励行を行う

ものとする。 

職員教育を組織的に浸透させていくために、定期的（年１回以上）な教育を開催

するとともに、新規採用時には別に研修を実施することが望ましい。また、研修の

実施内容についても記録すること。なお、感染症の業務継続計画に係る研修につい

ては、感染症の予防及びまん延の防止のための研修と一体的に実施することも差し

支えない。 

＊ 訓練（シミュレーション）においては、感染症や災害が発生した場合において迅

速に行動できるよう、業務継続計画に基づき、事業所内の役割分担の確認、感染症

や災害が発生した場合に実践するケアの演習等を定期的（年１回以上）に実施する

ものとする。なお、感染症の業務継続計画に係る訓練については、感染症の予防及

びまん延の防止のための訓練と一体的に実施することも差し支えない。 

＊ 訓練の実施は、机上を含めその実施手法は問わないものの、机上及び実地で実施

するものを適切に組み合わせながら実施することが適切である。 

〇 事業者は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の

変更を行うこと。 

 

⑲ 設備及び備品等 

○ 必要な事務室・設備・備品等を確保すること。 

○ 相談、サービス担当者会議等に対応するための、利用しやすいスペースを確保す

ることとし、相談のためのスペース等はプライバシーが守られ、利用者が直接出入

りできるなど利用者が利用しやすいよう配慮すること。 

＊ 指定介護予防支援の業務に支障がない場合には、地域包括支援センターが行う他

の事業（指定居宅介護支援事業所の場合は、指定居宅介護支援事業）の用に供する

事務室又は区画と同一のものであっても差し支えない。 
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⑳ 従業者の健康管理 

○ 事業者は担当職員の清潔の保持及び健康状態について、管理すること。 

＜運営指導における不適正事例＞ 

・ 定期的に健康診断が行われていない。 

・ 健康診断記録が事務所に保管されていない。 

 

㉑ 感染症の予防及びまん延の防止のための措置 

○ 事業者は、事業所において感染症が発生し、又はまん延しないように、以下に掲

げる措置を講じなければならない。各事項について、他のサービス事業者との連携

等により行うことも差し支えない。 

・ 事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会

（以下「感染対策委員会」という。）をおおむね６月に１回以上開催するととも

に、その結果について、担当職員に周知徹底を図ること。 

 ＊ 感染対策委員会は、感染対策の知識を有する者を含む、幅広い職種により構成

することが望ましく、特に、感染症対策の知識を有する者については外部の者も

含め積極的に参画を得ることが望ましい。構成メンバーの責任及び役割分担を明

確にするとともに、感染対策を担当する者（以下「感染対策担当者」という。）

を決めておくことが必要である。なお、同一事業所内での複数担当(※)の兼務や

他の事業所・施設等との担当(※)の兼務については、担当者としての職務に支障

がなければ差し支えない。ただし、日常的に兼務先の各事業所内の業務に従事し

ており、利用者や事業所の状況を適切に把握している者など、各担当者としての

職務を遂行する上で支障がないと考えられる者を選任すること。 

(※) 身体的拘束等適正化担当者、褥瘡予防対策担当者（看護師が望まし

い。）、感染対策担当者（看護師が望ましい。）、事故の発生又はその再発

を防止するための措置を適切に実施するための担当者、虐待の発生又はその

再発を防止するための措置を適切に実施するための担当者 

＊ 感染対策委員会は、利用者の状況など事業所の状況に応じ、おおむね６月に１

回以上、定期的に開催するとともに、感染症が流行する時期等を勘案して必要に

応じ随時開催する必要がある。 

 ＊ 感染対策委員会は、テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとす

る。この際、個人情報保護委員会・厚生労働省「医療・介護関係事業者における

個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」、厚生労働省「医療情報システム

の安全管理に関するガイドライン」等を遵守すること。 

 ＊ 感染対策委員会は、他の会議体を設置している場合、これと一体的に設置・運

営することとして差し支えない。 

＊ 感染対策委員会は、介護予防支援事業所の従業者が１名である場合は、次に掲

げる指針を整備することで、委員会を開催しないことも差し支えない。この場合

にあっては、指針の整備について、外部の感染管理等の専門家等と積極的に連携

することが望ましい。 

・ 事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための指針を整備すること。 

＊ 指針には、平常時の対策及び発生時の対応を規定する。 
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＊ 平常時の対策としては、事業所内の衛生管理（環境の整備等）、ケアにかかる

感染対策（手洗い、標準的な予防策）等、発生時の対応としては、発生状況の把

握、感染拡大の防止、医療機関や保健所、市町村における事業所関係課等の関係

機関との連携、行政等への報告等が想定される。また、発生時における事業所内

の連絡体制や上記の関係機関への連絡体制を整備し、明記しておくことも必要で

ある。なお、それぞれの項目の記載内容の例については、「介護現場における感

染対策の手引き」を参照されたい。 

〇 事業所において、担当職員に対し、感染症の予防及びまん延の防止のための研修

及び訓練を定期的に実施すること。 

＊ 研修の内容は、感染対策の基礎的内容等の適切な知識を普及・啓発するととも

に、当該事業所における指針に基づいた衛生管理の徹底や衛生的なケアの励行を

行うものとする。 

職員教育を組織的に浸透させていくためには、当該事業所が定期的な教育（年

１回以上）を開催するとともに、新規採用時には感染対策研修を実施することが

望ましい。また、研修の実施内容についても記録することが必要である。 

なお、研修の実施は、厚生労働省「介護施設・事業所の職員向け感染症対策力

向上のための研修教材」等を活用するなど、事業所内で行うものでも差し支えな

く、当該事業所の実態に応じ行うこと。 

また、平時から、実際に感染症が発生した場合を想定し、発生時の対応につい

て、訓練（シミュレーション）を定期的（年１回以上）に行うことが必要であ

る。訓練においては、感染症発生時において迅速に行動できるよう、発生時の対

応を定めた指針及び研修内容に基づき、事業所内の役割分担の確認や、感染対策

をした上でのケアの演習等を実施するものとする。 

訓練の実施は、机上を含めその実施手法は問わないものの、机上及び実地で実

施するものを適切に組み合わせながら実施することが適切である。 

 

㉒ 掲示 

〇 事業者は、事業所の見やすい場所に、運営規程の概要、担当職員の勤務体制、そ

の他利用申込者のサービスの選択に資する重要事項を掲示しなければならない。 

・ 運営規程の概要、担当職員の勤務の体制、事故発生時の対応、苦情処理の体制、

提供するサービスの第三者評価の実施状況（実施の有無、実施した直近の年月日、

実施した評価機関の名称、評価結果の開示状況）等の利用申込者のサービスの選択

に資すると認められる重要事項を指定介護予防支援事業所の見やすい場所に掲示す

ること。 

〇 事業者は、上記の事項を記載した書面を事業所に備え付け、かつ、これをいつで

も関係者に自由に閲覧させることにより、上記の掲示に代えることができる。 

〇 事業者は、原則として重要事項をウェブサイトに掲載しなければならない。 

・ ウェブサイトとは、法人のホームページ等又は介護サービス情報公表システムの

ことをいう。なお、重要事項の掲示及びウェブサイトへの掲載を行うにあたり、次

に掲げる点に留意する必要がある。 

イ 事業所の見やすい場所とは、重要事項を伝えるべき介護サービスの利用申込

者、利用者又はその家族に対して見やすい場所のことであること。 
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ロ 担当職員の勤務の体制については、職種ごと、常勤・非常勤ごと等の人数を掲

示する趣旨であり、担当職員の氏名まで掲示することを求めるものではないこ

と。 

ハ 事業者が自ら管理するホームページ等を有さず、ウェブサイトへの掲載が過重

な負担となる場合は、これを行わないことができること。なお、ウェブサイトへ

の掲載を行わない場合も、アの掲示は行う必要があるが、これをイや福岡市規則

第 25 条第１項の規定に基づく措置に代えることができること。 

＜運営指導における不適正事例＞ 

・ 事業所に重要事項が掲示されていない。 

・ 利用者が見えにくい場所に、重要事項が掲示されている。 

 

㉓ 秘密保持 

○ 担当職員その他の従業者は、正当な理由がなく、その業務上知り得た利用者又は

その家族の秘密を漏らしてはならない。 

○ 事業者は、担当職員その他の従業者が、従業者でなくなった後においても利用

者・家族の秘密を保持すべき旨を、従業者との雇用時に取り決め、例えば違約金に

ついて定める等の措置を講ずるべきものであること。 

○ 事業者は、サービス担当者会議等において、利用者の個人情報を用いる場合は当

該利用者の同意を、利用者の家族の個人情報を用いる場合は当該家族の同意を、あ

らかじめ文書により得ておかなければならない。 

＜運営指導における不適正事例＞ 

・ 在職中、退職後の秘密保持について措置が講じられていない。 

・ 個人情報（家族を含む）使用の同意を、文書で得ていない。 

 

㉔ 広告：内容が虚偽又は誇大なものであってはならない 

 

㉕ 介護予防サービス事業者等からの利益収受の禁止等 

○ 事業者及び管理者は、介護予防サービス計画の作成又は変更に関し、担当職員に

対して、利益誘導のために、特定の介護予防サービス事業者等によるサービスを位

置付ける旨の指示等を行ってはならない。 

また、管理者が、同一法人系列の介護予防サービス事業者のみを位置付けるように

指示することや介護予防支援の加算を得るために、解決すべき課題に即さないサービ

ス計画に位置付けることはあってはならない。 

○ 担当職員は、利用者に、利益誘導のために、特定の居宅サービス事業者等による

サービスを利用すべき旨の指示等を行ってはならない。 

○ 事業者及びその従業者は、介護予防サービス計画の作成又は変更に関し、利用者

に対して特定の介護予防サービス事業者等によるサービスを利用させることの対償

として、当該介護予防サービス事業者等から金品その他の財産上の利益を収受して

はならない。 
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㉖ 苦情処理 

○ 事業者は、自ら提供した介護予防支援又は介護予防サービス計画に位置付けたサ

ービスに対する利用者及びその家族からの苦情に迅速かつ適切に対応しなければな

らない。 

○ 事業者は、苦情を受け付けた場合は、当該苦情の内容等を記録しなければならな

い。 

・ 苦情の内容を踏まえサービスの質の向上に向けた取組を自ら行うべきである。 

○ 事業者は、市町村からの文書・物件の提出・提示の求め、又は質問・照会に応

じ、及び利用者からの苦情に関して市町村が行う調査に協力するとともに、市町村

から指導又は助言を受けた場合には、必要な改善を行わなければならない。 

○ 市町村からの求めがあった場合には、改善の内容を報告しなければならない。 

○ 事業者は、介護予防サービス計画に位置付けたサービス、又は指定地域密着型介

護予防サービスに対する苦情の国民健康保険団体連合会への申立てに関して、利用

者に対し必要な援助を行わなければならない。 

○ 事業者は、国民健康保険団体連合会が行う調査に協力するとともに、そこから指

導・助言を受けた場合には、必要な改善を行わなければならない。 

○ 国民健康保険団体連合会から求めがあった場合には、改善の内容を報告しなけれ

ばならない。 

・ 事業者は、相談窓口連絡先や苦情処理の体制・手順等、苦情を処理するために講

ずる措置の概要を、事業所に掲示し、かつ、ウェブサイトに掲載するべきものであ

る。なお、ウェブサイトへの掲載に関する取扱いは、第１の２の（４）の㉒に準ず

るものとする。 

 

＜運営指導における不適正事例＞ 

・ 苦情を処理するために講ずる措置の概要が事務所に掲示されていない。 

・ 苦情に対する処理経過を記録する様式が整備されていない。 

・ 市町村からの照会に応じていない。 

・ 相談窓口連絡先として、市町村(保険者)、国保連の窓口が記載されていない。 

  

㉗ 事故発生時の対応 

○ 事業者は、事故が発生した場合には速やかに市町村・利用者の家族等に連絡を行

うとともに、必要な措置を講じなければならない。 

○ 事業者は、事故の状況及び事故に際して採った処置を記録しなければならない。 

○ 賠償すべき事故が発生した場合は、損害賠償を速やかに行わなければならない。 

・ 事故発生時の対応方法を定めておくことが望ましい。 

・ 損害賠償保険に加入すること、又は賠償資力を有することが望ましい。 

・ 事故発生については、原因を解明し、再発防止の対策を講じること。 

＜運営指導における不適正事例＞ 

・ 事故発生時の連絡マニュアル等がない。 

・ 事故報告等の記録が整備されていない。 

・ 病院受診等、保険者へ報告義務がある事故を報告していない。 
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㉘ 虐待の防止 

事業者は、虐待の発生又はその再発を防止するため、以下に掲げる措置を講じなけ

ればならない。 

〇 事業所における虐待の防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を

活用して行うことができるものとする。以下「虐待防止検討委員会」という。）を

定期的に開催するとともに、その結果について、担当職員に周知徹底を図ること。 

・ 虐待防止検討委員会は、管理者を含む幅広い職種で構成する。構成メンバーの

責務及び役割分担を明確にするとともに、定期的に開催することが必要である。

また、事業所外の虐待防止の専門家を委員として積極的に活用することが望まし

い。 

・ 虐待等の事案については、虐待等に係る諸般の事情が、複雑かつ機微なもので

あることが想定されるため、その性質上、一概に従業者に共有されるべき情報で

あるとは限られず、個別の状況に応じて慎重に対応することが重要である。 

・ 虐待防止検討委員会は、他の会議体を設置している場合、これと一体的に設

置・運営することとして差し支えない。また、事業所に実施が求められるもので

あるが、他のサービス事業者との連携により行うことも差し支えない。 

・ 虐待防止検討委員会は、テレビ電話装置等を活用して行うことができるものと

する。この際、個人情報保護委員会・厚生労働省「医療・介護関係事業者におけ

る個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」、厚生労働省「医療情報システ

ムの安全管理に関するガイドライン」等を遵守すること。 

・ 虐待防止検討委員会は、具体的には、次のような事項について検討することと

する。その際、そこで得た結果（事業所における虐待に対する体制、虐待等の再

発防止策等）は、従業者に周知徹底を図る必要がある。 

イ 虐待防止検討委員会その他事業所内の組織に関すること 

ロ 虐待の防止のための指針の整備に関すること 

ハ 虐待の防止のための職員研修の内容に関すること 

ニ 虐待等について、従業者が相談・報告できる体制整備に関すること 

ホ 従業者が虐待等を把握した場合に、市町村への通報が迅速かつ適切に行われ

るための方法に関すること 

へ 虐待等が発生した場合、その発生原因等の分析から得られる再発の確実な防

止策に関すること 

ト への再発の防止策を講じた際に、その効果についての評価に関すること 

〇 事業所における虐待の防止のための指針を整備すること。 

・ 指針には、次のような項目を盛り込むこととする。 

イ 事業所における虐待の防止に関する基本的考え方 

ロ 虐待防止検討委員会その他事業所内の組織に関する事項 

ハ 虐待の防止のための職員研修に関する基本方針 

ニ 虐待等が発生した場合の対応方法に関する基本方針 

ホ 虐待等が発生した場合の相談・報告体制に関する事項 

へ 成年後見制度の利用支援に関する事項 

ト 虐待等に係る苦情解決方法に関する事項 

チ 利用者等に対する当該指針の閲覧に関する事項 
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リ その他虐待の防止の推進のために必要な事項 

〇 事業所において、担当職員に対し、虐待の防止のための研修を定期的に実施する

こと。 

・ 事業者が指針に基づいた研修プログラムを作成し、定期的な研修（年１回以

上）を実施するとともに、新規採用時には必ず虐待の防止のための研修を実施す

ること。 

また、研修の実施内容についても記録すること。研修の実施は、事業所内での研

修で差し支えない。 

〇 上記の措置を適切に実施するための担当者を置くこと。 

・ 当該担当者としては、虐待防止検討委員会の責任者と同一の従業者が務めるこ

とが望ましい。なお、同一事業所内での複数担当(※)の兼務や他の事業所・施設

等との担当(※)の兼務については、担当者としての職務に支障がなければ差し支

えない。ただし、日常的に兼務先の各事業所内の業務に従事しており、利用者や

事業所の状況を適切に把握している者など、各担当者としての職務を遂行する上

で支障がないと考えられる者を選任すること。 

(※) 身体的拘束等適正化担当者、褥瘡予防対策担当者（看護師が望まし

い。）、感染対策担当者（看護師が望ましい。）、事故の発生又はその再発を

防止するための措置を適切に実施するための担当者、虐待の発生又はその再発

を防止するための措置を適切に実施するための担当者 

 

㉙ 会計の区分 

○ 事業者は、事業所ごとに経理を区分するともに、指定介護予防支援の事業の会計

とその他の事業の会計とを区分しなければならない。 

＜運営指導における不適正事例＞ 

・ 他の事業との会計の区分がされてない。 

 

㉚ 記録の整備 

○ 事業者は、従業者、設備、備品及び会計に関する記録を整備しなければならな

い。 

○ 事業者は、次の書類を整備し、その完結の日から５年間保存しなければならな

い。 

・ 指定介護予防サービス事業者等との連絡調整に関する記録 

・ 個々の利用者ごとに次の事項を記載した介護予防支援台帳 

               介護予防サービス計画 

               アセスメントの結果の記録 

               サービス担当者会議等の記録 

目標の達成状況の評価の記録 

               モニタリングの結果の記録 

・ 身体的拘束等の態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得

ない理由の記録 

・ 市町村への通知に係る記録 

・ 苦情の内容等の記録 
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・ 事故の状況及び事故に際して採った処置の記録

＜運営指導における不適正事例＞ 

・ 書類が整備されていないため、介護支援専門員の勤務形態等が不明。

・ 居宅サービス計画書（第１表から第７表まで）がない。

・ アセスメントの結果の記録が整備されていない。

・ サービス担当者会議等の記録がない。

・ モニタリングの結果の記録がない。

㉛ 暴力団員等の排除 

○ 事業所の管理者は、暴力団員又は暴力団若しくは暴力団員と密接な関係を有す

る者であってはならない。

○ 事業所は、その運営について、暴力団、暴力団員及び暴力団又は暴力団員と密

接な関係を有する者の支配を受けてはならない。

(5) 介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準

① 指定介護予防支援の基本取扱方針

○ 指定介護予防支援は、利用者の介護予防に資するよう行われるとともに、医療サ

ービスとの連携に十分配慮して行われなければならない。

○ 事業者は、介護予防の効果を最大限に発揮し、利用者が生活機能の改善を実現す

るための適切なサービスを選択できるよう、目標志向型の介護予防サービス計画を

策定しなければならない。

○ 事業者は、自ら提供する指定介護予防支援の質の評価を行い、常にその改善を図

らなければならない。

② 指定介護予防支援の具体的取扱方針

〇 指定介護予防支援の方針は、条例第４条に定める基本方針及び条例第 16 条に定

める基本取扱方針に基づき、次に掲げるところによるものとする。 

(１号) 担当職員による介護予防サービス計画の作成 

指定介護予防支援事業所の管理者は、担当職員に介護予防サービス計画の作成

に関する業務を担当させること。 

(２号) 指定介護予防支援の基本的留意点 

指定介護予防支援の提供に当たっては、懇切丁寧に行うことを旨とし、利用

者又はその家族に対し、サービスの提供方法等について、理解しやすいように

説明を行うこと。 

・ 指定介護予防支援は、利用者及びその家族の主体的な参加及び自らの目標

に向けての意欲の向上と相まって行われることが重要である。

・ 担当職員は、指定介護予防支援を懇切丁寧に行うことを旨とし、サービス

の提供方法等について理解しやすいようにわかりやすく説明を行うことが肝

要である。
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(３号) 計画的な指定介護予防サービス等の利用 

担当職員は、介護予防サービス計画の作成に当たっては、利用者の自立した

日常生活の支援を効果的に行うため、利用者の心身又は家族の状況等に応じ、

継続的かつ計画的に指定介護予防サービス等の利用が行われるようにするこ

と。 

・ 利用者の自立した日常生活の支援を効果的に行うためには、利用者の心身

又は家族の状態等に応じて、継続的かつ計画的に介護予防サービス、地域密

着型介護予防サービス等が提供されることが重要である。 

 

(４号) 総合的な介護予防サービス計画の作成 

担当職員は、介護予防サービス計画の作成に当たっては、利用者の日常生活

全般を支援する観点から、予防給付の対象となるサービス以外の保健医療サー

ビス又は福祉サービス、当該地域の住民による自発的な活動によるサービス等

の利用も含めて介護予防サービス計画上に位置付けるよう努めること。 

・ 利用者の日常生活全般を支援する観点に立って作成されることが重要であ

る。 

・ 予防給付等対象サービス以外のサービス等も含めて介護予防サービス計画

に位置付けることにより総合的かつ目標指向的な計画となるよう努めるこ

と。 

（例） 

・ 利用者本人の取組や家族が行う支援 

・ 市町村保健師等が居宅を訪問して行う指導等の保健サービス 

・ 老人介護支援センターにおける相談援助 

・ 市町村施策（配食サービス、寝具乾燥サービス等） 

・ 地域住民による見守り、配食、会食等の自発的な活動によるサービス 

・ 精神科訪問看護等の医療サービス 

・ はり師・きゅう師による施術 

・ 保健師・看護師・柔道整復師・あん摩マッサージ指圧師による機能訓練 

 

(５号) 利用者自身によるサービスの選択 

担当職員は、介護予防サービス計画の作成の開始に当たっては、利用者によ

るサービスの選択に資するよう、当該地域における指定介護予防サービス事業

者等に関するサービス及び住民による自発的な活動によるサービスの内容、利

用料等の情報を適正に利用者又はその家族に対して提供すること。 

・ 特定の指定介護予防サービス事業者又は指定地域密着型介護予防サービス

事業者に不当に偏した情報を提供するようなことや、利用者の選択を求める

ことなく同一の事業主体のサービスのみによる介護予防サービス計画原案を

最初から提示するようなことがあってはならない。 

・ 例えば集合住宅等において、特定の指定介護予防サービス事業者のサービ

スを利用することを、選択の機会を与えることなく入居条件とするようなこ

とはあってはならないが、介護予防サービス計画についても、利用者の意思
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に反して、集合住宅と同一敷地内等の指定介護予防サービス事業者のみを介

護予防サービス計画に位置付けるようなことはあってはならない。 

 

＜運営指導における不適正事例＞ 

・ 計画の作成開始時に同一事業主体のサービス事業所以外のサービス事業者等

の情報を利用者・家族に提供していない。 

 

(６号) 課題分析の実施 

担当職員は、介護予防サービス計画の作成に当たっては、適切な方法によ

り、利用者について、その有している生活機能や健康状態、その置かれている

環境等を把握した上で、次に掲げる各領域ごとに利用者の日常生活の状況を把

握し、利用者及びその家族の意欲及び意向を踏まえて、生活機能の低下の原因

を含む利用者が現に抱える問題点を明らかにするとともに、介護予防の効果を

最大限に発揮し、利用者が自立した日常生活を営むことができるように支援す

べき総合的な課題を把握すること。 

イ 運動及び移動 

ロ 家庭生活を含む日常生活 

ハ 社会参加並びに対人関係及びコミュニケーション 

二 健康管理 

 

(７号) 課題分析における留意点 

・ 担当職員は、課題の把握（アセスメント）に当たっては、利用者が入院中

であることなど物理的な理由がある場合を除き必ず利用者の居宅を訪問し、

利用者及びその家族に面接して行わなければならない。 

・ 事前に要支援認定の認定調査結果、主治医意見書等により、一定程度利用

者の状態を把握しておく必要がある。 

・ 面接に当たっては、利用者やその家族との間の信頼関係、協働関係の構築

が重要であり、担当職員は、面接の趣旨を利用者及びその家族に対して十分

に説明し、理解を得なければならない。 

・ アセスメントの結果を記録するとともに、当該記録をその完結の日から５

年間保存しなければならない。 

＜運営指導における不適正事例＞ 

・ 課題分析が全く行われていない。 

・ アセスメント又はその結果の記録が不十分。 

・ アセスメントに当たって利用者の居宅を訪問し、利用者及びその家族に面接

していない。 

・ 家族への説明がなされていない。 

 

(８号) 介護予防サービス計画原案の作成 

担当職員は、利用者の希望及び利用者についてのアセスメントの結果、利用

者が目標とする生活、専門的観点からの目標と具体策、利用者及びその家族の

意向、それらを踏まえた具体的な目標、その目標を達成するための支援の留意
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点、本人、指定介護予防サービス事業者、自発的な活動によるサービスを提供

する者等が目標を達成するために行うべき支援内容並びにその期間等を記載し

た介護予防サービス計画の原案を作成すること。 

・ 利用者についてのアセスメントの結果、利用者が目標とする生活、利用者

及びその家族の意向を踏まえ、当該地域における指定介護予防サービス等が

提供される体制を勘案した上で、実現可能なものとすること。 

・ 目標、目標についての支援のポイント、当該ポイントを踏まえ具体的に本

人等のセルフケア、家族、インフォーマルサービス、介護保険サービス等に

より行われる支援の内容、これらの支援を行う期間等を明確に盛り込み、当

該達成時期には介護予防サービス計画及び各指定介護予防サービス等の評価

を行い得るようにすることが重要。 

＜運営指導における不適正事例＞ 

・ アセスメントにより把握された課題と計画に位置付けられたサービスが対応

していない。 

・ 介護予防サービス計画がない期間がある。 

 

(９号) サービス担当者会議等による専門的意見の聴取 

・ 担当職員は、新規に介護予防サービス計画原案を作成したときは、利用者

の情報を各サービスの担当者等で共有するとともに、利用者が抱えている課

題、目標、支援の方針等について協議し、各サービスが共通の目標を達成す

るために具体的なサービスの内容として何ができるかについて相互に理解す

るなどについて、利用者や家族、介護予防サービス計画原案作成者、介護予

防サービス計画原案に位置付けた介護予防サービスの担当者、主治医、イン

フォーマルサービス担当者等からなるサービス担当者会議を開催する必要が

ある。 

・ やむを得ない理由がある場合は、照会等により専門的見地からの意見を求

めれば差し支えないこととされているが、この場合にも、緊密に相互の情報

交換を行うことにより、利用者の状況等についての情報や介護予防サービス

計画原案の内容を共有できるようにする必要がある。 

・ サービス担当者会議はテレビ電話装置等を活用して行うことができる。た

だし、利用者又はその家族が参加する場合にあっては、テレビ電話装置等の

活用について、当該利用者等の同意を得なければならない、なお、テレビ電

話装置等の活用に当たっては、個人情報保護委員会・厚生労働省「医療・介

護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」、厚生

労働省「医療情報システムの安全管理に関するガイドライン」等を遵守する

こと。 

・ サービス担当者会議の要点又は当該担当者への照会内容について記録する

とともに、当該記録をその完結の日から５年間保存すること。 

＜運営指導における不適正事例＞ 

・ 計画の新規作成、変更の際にサービス担当者会議を行っていない。 

・ 介護予防サービス計画に位置付けた全ての介護予防サービス事業者等の担

当者からの意見を求めていない。 
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・ サービス担当者会議における検討内容が不十分である。 

・ 当該介護予防支援事業所の都合で照会対応を行っている。 

 

(10 号) 介護予防サービス計画の説明及び同意 

担当職員は、介護予防サービス計画の原案に位置付けた指定介護予防サービ

ス等について、保険給付の対象となるかどうかを区分した上で、当該介護予防

サービス計画の原案の内容について利用者又はその家族に対して説明し、文書

により利用者の同意を得ること。 

・ 説明及び同意を要する介護予防サービス計画原案とは、いわゆる「介護予

防サービス・支援計画書」に相当するものすべてが望ましいが、少なくとも

「目標」、「支援計画」、「【本来行うべき支援ができない場合】妥当な支

援の実施に向けた方針」、「総合的な方針：生活不活発病の改善・予防のポ

イント」欄に相当するものについては、説明及び同意を要する。 

 

(11 号) 介護予防サービス計画の交付 

担当職員は、介護予防サービス計画を作成した際には、当該介護予防サービ

ス計画を利用者及びサービスの担当者に交付すること。 

・ 介護予防サービス計画は、その完結の日から５年間保存しなければならな

い。 

＜運営指導における不適正事例＞ 

・ 計画の原案について利用者の同意を得ていない。 

・ 計画を利用者に交付した旨の記録がない。 

・ 計画作成日が分からない。 

・ 計画を利用者及び介護予防サービス計画に位置付けた各サービス担当者に

交付していない 

 

(12 号) 担当者に対する個別サービス計画の提出依頼 

担当職員は、介護予防サービス計画に位置付けた指定介護予防サービス事業

者等に対して、介護予防訪問看護計画書等指定介護予防サービス等基準条例施

行規則において位置付けられている計画の提出を求めるものとする。 

・ 介護予防サービス計画と個別サービス計画の連動性を高め、介護予防支援

事業者とサービス提供事業者の意識の共有を図ることが重要であるため、担

当者に介護予防サービス計画を交付したときは、担当者に対し、個別サービ

ス計画の提出を求め、介護予防サービス計画と個別サービス計画の連動性や

整合性を確認すること。 

・ 介護予防サービス計画と個別サービス計画の連動性や整合性の確認につい

ては、介護予防サービス計画を担当者に交付したときに限らず、必要に応じ

て行うことが望ましい。 

・ サービス担当者会議の前に介護予防サービス計画の原案を担当者に提供

し、サービス担当者会議に個別サービス計画案の提出を求め、サービス担当

者会議において情報の共有や調整を図るなどの手法も有効である。 
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＜運営指導における不適正事例＞ 

・ 担当者に対し個別サービス計画の提出を求めていない。 

 

(13 号) 個別サービス計画作成の指導及び報告の聴取 

担当職員は、指定介護予防サービス事業者等に対して、介護予防サービス計

画に基づき、介護予防訪問看護計画書等指定介護予防サービス等基準条例施行

規則において位置付けられている計画の作成を指導するとともに、サービスの

提供状況や利用者の状態等に関する報告を少なくとも１月に１回、聴取するこ

と。 

・ 聴取方法については、事業所への訪問、電話、FAX 等が挙げられる。 

 

(14 号・14 号の 2) 介護予防サービス計画の実施状況等の把握 

・ 担当職員は、介護予防サービス計画の作成後、介護予防サービス計画の実

施状況の把握（利用者についての継続的なアセスメントを含む。）を行い、

必要に応じて介護予防サービス計画の変更、指定介護予防サービス事業者等

との連絡調整その他の便宜の提供を行うこと。 

・ 担当職員は、指定介護予防サービス事業者等から利用者に係る情報の提供

を受けたときその他必要と認めるときは、利用者の服薬状況、口腔機能その

他の利用者の心身又は生活の状況に係る情報のうち必要と認めるものを、利

用者の同意を得て主治の医師若しくは歯科医師又は薬剤師に提供すること。 

例えば、 

・薬が大量に余っている又は複数回分の薬を一度に服用している 

・薬の服用を拒絶している 

・使いきらないうちに新たに薬が処方されている 

・口臭や口腔内出血がある 

・体重の増減が推測される見た目の変化がある 

・食事量や食事回数に変化がある 

・下痢や便秘が続いている 

・皮膚が乾燥していたり湿疹等がある 

・リハビリテーションの提供が必要と思われる状態にあるにも関わらず提供

されていない状況がある 

等の利用者の心身又は生活状況に係る情報を得た場合は、それらの情報の

うち、主治の医師若しくは歯科医師又は薬剤師の助言が必要であると担当

職員が判断したものについて、主治の医師若しくは歯科医師又は薬剤師に

提供するものとする。なお、ここでいう「主治の医師」については、要介

護認定の申請のために主治医意見書を記載した医師に限定されないことに

留意すること。 

＜運営指導における不適正事例＞ 

・ 計画作成後の課題把握・連絡調整等が不十分である。 

・ 提供されたサービス内容が介護予防サービス計画と異なっている。 
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(15 号) 介護予防サービス計画の実施状況等の評価 

担当職員は、介護予防サービス計画に位置付けた期間が終了するときは、当

該計画の目標の達成状況について評価すること。 

 

(16 号) モニタリングの実施 

担当職員は、第 14号に規定する実施状況の把握（イ及びオにおいて「モニタ

リング」という。）に当たっては、利用者及びその家族、指定介護予防サービ

ス事業者等との連絡を継続的に行わなければならない。 

指定介護予防サービス事業者等の担当者との連携により、モニタリングが行

われている場合においても、特段の事情のない限り、少なくともサービスの期

間終了月、サービス提供した月の翌月から起算して３月に１回のいずれかに該

当する場合には利用者の居宅を訪問し、面接しなければならない。 

次のいずれにも該当する場合であって、サービスの提供を開始する月の翌月

から起算して３月ごとの期間（以下この号において単に「期間」という。）に

ついて、少なくとも連続する２期間に１回利用者の居宅を訪問し面接するとき

は、利用者の居宅を訪問しない期間において、テレビ電話装置等を活用して利

用者に面接することができる。 

イ テレビ電話装置等を活用して面接を行うことについて、文書により利用者

の同意を得ていること。 

ロ サービス担当者会議等において、次に掲げる事項について主治の医師、担

当者その他の関係者の合意を得ていること。 

ａ 利用者の心身の状況が安定していること。 

ｂ 利用者がテレビ電話装置等を活用して意思疎通を行うことができるこ

と。 

ｃ 担当職員が、テレビ電話装置等を活用したモニタリングでは把握できな

い情報について、担当者から提供を受けること。 

※ テレビ電話装置等を活用して面接を行うに当たっては、以下に掲げる

事項について留意する必要がある。 

ⅰ 文書により利用者の同意を得る必要があり、その際には、利用者に対し、

テレビ電話装置等による面接のメリット及びデメリットを含め、具体的な実

施方法（居宅への訪問は２期間に１回であること等）を懇切丁寧に説明する

ことが重要である。なお、利用者の認知機能が低下している場合など、同意

を得ることが困難と考えられる利用者については、後述のⅱの要件の観点か

らも、テレビ電話装置等を活用した面接の対象者として想定されない。 

ⅱ 利用者の心身の状況が安定していることを確認するに当たっては、主治の

医師等による医学的な観点からの意見や、以下に例示する事項等も踏まえ

て、サービス担当者会議等において総合的に判断することが必要である。 

・ 介護者の状況の変化が無いこと。 

・ 住環境に変化が無いこと（住宅改修による手すり設置やトイレの改修等

を含む） 

・ サービス（保険外サービスも含む）の利用状況に変更が無いこと 
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ⅲ テレビ電話装置等を活用して面接を行うに当たっては、利用者がテレビ電

話装置等を介して、利用者の居宅において対面で面接を行う場合と同程度の

応対ができる必要がある。なお、テレビ電話装置等の操作については、必ず

しも利用者自身で行う必要はなく、家族等の介助者が操作を行うことは差し

支えない。 

ⅳ テレビ電話装置等を活用して面接を行う場合、画面越しでは確認できない

利用者の健康状態や住環境等の情報については、サービス事業所の担当者か

らの情報提供により補完する必要がある。この点について、サービス事業所

の担当者の同意を得るとともに、サービス事業所の担当者の過度な負担とな

らないよう、情報収集を依頼する項目や情報量については留意が必要であ

る。なお、サービス事業所の担当者に情報収集を依頼するに当たっては、厚

生労働省が示す「情報連携シート」を参考にすること。 

ⅴ 主治の医師、担当者その他の関係者の合意を得る方法としては、サービス

担当者会議のほか、利用者の通院や訪問診療への立会時における主治の医師

への意見照会や、サービス事業所の担当者との日頃の連絡調整の際の意見照

会等も想定されるが、いずれの場合においても、合意に至るまでの過程を記

録しておくことが必要である。 

利用者宅を訪問しない月（テレビ電話装置等を活用して利用者に面接する月を

除く。）でも、指定介護予防サービス事業者等への訪問、利用者への電話等の方

法により、利用者自身に介護予防サービス計画の実施状況について確認を行い、

利用者の状況に変化があるときは、利用者宅を訪問して確認を行うことが必要で

ある。こうして行ったモニタリングについては、１月に１回はその結果を記録し

なければならない。 

・ 「特段の事情」とは、利用者の事情により、利用者の居宅を訪問し、利用者

に面接することができない場合を主として指すものであり、担当職員に起因す

る事情は含まれない。 

・ 「特段の事情」がある場合については、記録に残す必要がある。 

・ モニタリングの結果については、その完結の日から５年間保存しなければな

らない。 

＜運営指導における不適正事例＞ 

・ ３月又は６月に１回、利用者と面接していない。 

・ モニタリングの記録がない。 

・ モニタリングの内容が不十分である。 

 

(17 号) 介護予防サービス計画の変更の必要性についてのサービス担当者会議等

による専門的意見の聴取 

担当職員は、次に掲げる場合においては、サービス担当者会議の開催によ

り、介護予防サービス計画の変更の必要性について、担当者から、専門的な見

地からの意見を求めること。ただし、やむを得ない理由がある場合について

は、担当者に対する照会等により意見を求めることができる。 

イ 要支援認定を受けている利用者が要支援更新認定を受けた場合 
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ロ 要支援認定を受けている利用者が法第 33条の２第１項に規定する要支援状

態区分の変更の認定を受けた場合 

・ サービス担当者会議の要点又は担当者への照会内容については記録するとと

もに、５年間保存しなければならない。 

・ 前述のサービス担当者からの意見により、介護予防サービス計画の変更の必

要がない場合においても、記録の記載及び保存については同様であること。 

＜運営指導における不適正事例＞ 

・ 更新認定、区分変更認定時に、サービス担当者会議を開催していない。 

・ 更新認定、区分変更認定時に、サービス担当者会議等で計画の変更の必要性

について十分検討されていない。 

・ 計画変更時にサービス担当者会議を開催していない。（軽微な変更を除く） 

 

(18 号) 介護保険施設への紹介その他の便宜の提供 

担当職員は、適切な保健医療サービス及び福祉サービスが総合的かつ効率的

に提供された場合においても、利用者がその居宅において日常生活を営むこと

が困難となったと認める場合又は利用者が介護保険施設への入院又は入所を希

望する場合には、利用者の要介護認定に係る申請について必要な支援を行い、

介護保険施設への紹介その他の便宜の提供を行うこと。 

 

(19 号) 介護保険施設との連携 

担当職員は、介護保険施設等から退院又は退所しようとする要支援者から依

頼があった場合には、居宅における生活へ円滑に移行できるよう、あらかじ

め、介護予防サービス計画の作成等の援助を行うこと。 

・ 利用者の居宅での生活における介護上の留意点等の情報を介護保険施設等

の従業者から聴取する等の連携を図るとともに、居宅での生活を前提とした

アセスメントを行った上で介護予防サービス計画を作成する等の援助を行う

ことが重要である。 

 

(20 号・20 号の 2・21号) 主治の医師等の意見等 

〇 担当職員は、利用者が介護予防訪問看護、介護予防通所リハビリテーション

等の医療サービスの利用を希望している場合その他必要な場合には、利用者の

同意を得て主治の医師又は歯科医師（以下「主治の医師等」という。）の意見

を求めること。 

〇 担当職員は、介護予防サービス計画を作成した際には、当該介護予防サービ

ス計画を主治の医師等に交付すること。 

〇 担当職員は、介護予防サービス計画に介護予防訪問看護、介護予防通所リハ

ビリテーション等の医療サービスを位置付ける場合にあっては、当該医療サー

ビスに係る主治の医師等の指示がある場合に限りこれを行うこととし、医療サ

ービス以外の指定介護予防サービス等を位置付ける場合にあっては、当該指定

介護予防サービス等に係る主治の医師等の医学的観点からの留意事項が示され

ているときは、当該留意点を尊重してこれを行うこと。 
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＜運営指導における不適正事例＞ 

・ 主治医に対し、介護予防サービス計画を交付したことが分からない。 

・ 主治医の意見について、口頭確認のみ行い内容が記録されていない。 

 

(22号) 介護予防短期入所生活介護及び介護予防短期入所療養介護の介護予防サー

ビス計画への位置づけ 
担当職員は、介護予防サービス計画に介護予防短期入所生活介護又は介護予防短

期入所療養介護を位置付ける場合にあっては、利用者の居宅における自立した日常

生活の維持に十分に留意することとし、利用者の心身の状況等を勘案して特に必要

と認められる場合を除き、介護予防短期入所生活介護及び介護予防短期入所療養介

護を利用する日数が要支援認定の有効期間のおおむね半数を超えないようにするこ

と。 
 

(23号・24号) 介護予防福祉用具貸与及び介護予防特定福祉用具販売の介護予防サ

ービス計画への反映 
担当職員は、介護予防サービス計画に介護予防福祉用具貸与を位置付ける場合に

あっては、その利用の妥当性を検討し、当該計画に介護予防福祉用具貸与が必要な

理由を記載するとともに、必要に応じて随時、サービス担当者会議を開催し、その

継続の必要性について検証をした上で、継続が必要な場合にはその理由を介護予防

サービス計画に記載すること。 
担当職員は、介護予防サービス計画に特定介護予防福祉用具販売を位置付ける場

合にあっては、その利用の妥当性を検討し、当該計画に特定介護予防福祉用具販売

が必要な理由を記載すること。 
・ 対象福祉用具を計画に位置付けるに場合には、福祉用具の適時適切な利用及び

利用者の安全を確保する観点から、介護予防福祉用具貸与又は介護予防特定福祉

用具販売のいずれかを利用者が選択できることや、それぞれのメリット及びデメ

リット等、利用者の選択に資するよう、必要な情報を提供しなければならない。 
・ 対象福祉用具の提案を行う際、利用者の心身の状況の確認に当たっては、利用

者へのアセスメントの結果に加え、医師やリハビリテーション専門職等からの意

見聴取、退院・退所前カンファレンス又はサービス担当者会議の結果を踏まえる

こととし、医師の所見を取得する具体的な方法は、主治医意見書による方法のほ

か、医師の診断書又は医師から所見を聴取する方法が考えられる。 
・ また、介護予防福祉用具貸与については以下の項目について留意すること。 
イ 担当職員は、介護予防サービス計画に指定介護予防福祉用具貸与を位置付け

る場合には、「厚生労働大臣が定める基準に適合する利用者等」（平成 27 年

厚生労働省告示第 94 号）第 31 号のイで定める状態像の者であることを確認

するため、当該利用者の「要介護認定等基準時間の推計の方法」（平成 12 年

厚生省告示第 91 号）別表第１の調査票について必要な部分（実施日時、調査

対象者等の時点の確認及び本人確認ができる部分並びに基本調査の回答で当該

利用者の状態像の確認が必要な部分）の写し（以下「調査票の写し」とい

う。）を市町村から入手すること。 
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  ただし、当該利用者がこれらの結果を担当職員へ提示することに、あらかじ

め同意していない場合については、当該利用者の調査票の写しを本人に情報開

示させ、それを入手しなければならない。 
【参考】別に厚生労働大臣が定める者（第 94 号告示第 31 号のイ） 
次に掲げる福祉用具の種類に応じ、それぞれ次に掲げる者 
（１）車いす及び車いす付属品 次のいずれかに該当する者 
（一）日常的に歩行が困難な者 
（二）日常生活範囲において移動の支援が特に必要と認められる者 

（２）特殊寝台及び特殊寝台付属品 次のいずれかに該当する者 
（一）日常的に起きあがりが困難な者 
（二）日常的に寝返りが困難な者 

（３）床ずれ防止用具及び体位変換器、日常的に寝返りが困難な者 
（４）認知症老人徘徊感知器 次のいずれにも該当する者 
（一）意思の伝達、介護を行う者への反応、記憶又は理解に支障がある者 
（二）移動において全介助を必要としない者 

（５）移動用リフト（つり具の部分を除く。） 次のいずれかに該当する者 
（一）日常的に立ち上がりが困難な者 
（二）移乗において一部介助又は全介助を必要とする者 
（三）生活環境において段差の解消が必要と認められる者 

（６）自動排泄処理装置 次のいずれにも該当する者 
（一）排便において全介助を必要とする者 
（二）移乗において全介助を必要とする者 
ロ 担当職員は、当該利用者の調査票の写しを指定介護予防福祉用具貸与事業者

へ提示することに同意を得たうえで、市町村より入手した調査票の写しについ

て、その内容が確認できる文書を指定介護予防福祉用具貸与事業者へ送付する

こと。 
ハ 担当職員は、当該利用者が「指定介護予防サービスに要する費用の額の算定

に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について」（平成 18 年老計発第

0317001 号・老振発第 0317001 号・老老発第 0317001 号）の第２の 11(２)①
ウの判断方法による場合については、福祉用具の必要性を判断するため、利用

者の状態像が、同ⅰ）からⅲ）までのいずれかに該当する旨について、主治医

意見書による方法のほか、医師の診断書又は医師から所見を聴取する方法によ

り、当該医師の所見及び医師の名前を介護予防サービス計画に記載しなければ

ならない。この場合において、担当職員は、指定介護予防福祉用具貸与事業者

より、当該利用者に係る医師の所見及び医師の名前について確認があったとき

には、利用者の同意を得て、適切にその内容について情報提供すること。 
＜運営指導における不適正事例＞ 

・ 例外給付確認依頼書を区役所に提出しないまま、特殊寝台等を計画に位置付

けている。 

・ 例外給付確認依頼書の写しを介護予防福祉用具貸与事業所に送付する等の情

報提供を行っていない。 
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・ 介護予防サービス計画に介護予防福祉用具貸与を位置付けた後、その継続の

必要性について、サービス担当者会議で検証した記録がない。

(25号) 認定審査会意見等の介護予防サービス計画への反映

担当職員は、利用者が提示する被保険者証に、認定審査会意見又は法第 37 条第

１項の規定による指定に係る介護予防サービスの種類若しくは地域密着型介護予防

サービスの種類についての記載がある場合には、利用者にその趣旨（同項の規定に

よる指定に係る介護予防サービス又は地域密着型介護予防サービスの種類について

は、その変更の申請ができることを含む。）を説明し、理解を得た上で、その内容

に沿って介護予防サービス計画を作成すること。

(26号) 居宅介護支援事業者との連携 

担当職員は、要支援認定を受けている利用者が要介護認定を受けた場合には、指

定居宅介護支援事業者と当該利用者に係る必要な情報を提供する等の連携を図るこ

と。

(27号) 地域ケア会議への協力

事業者は、法第 115 条の 48 第４項の規定に基づき、地域ケア会議から、要介護

被保険者その他の厚生労働省令で定める被保険者への適切な検討を行うための資料

又は情報の提供、意見の開陳その他必要な協力の求めがあった場合には、これに協

力するよう努めなければならない。

・ 地域ケア会議は、個別ケースの支援内容の検討を通じて、法の理念に基づいた

高齢者の自立支援に資するケアマネジメントの支援、高齢者の実態把握や課題解

決のための地域包括支援ネットワークの構築及び個別ケースの課題分析等を行う

ことによる地域課題の把握を行うことなどを目的としていることから、事業者

は、その趣旨・目的に鑑み、より積極的に協力することが求められる。

・ 地域ケア会議から個別のケアマネジメントの事例の提供の求めがあった場合に

は、これに協力するよう努めなければならない。

(28号) 市町村長に対する情報の提供 

指定居宅介護支援事業者である事業者は、法第 115条の 30の２第１項の規定に

より市長から情報の提供を求められた場合には、その求めに応じなければならな

い。 

提供を行う情報については、以下に掲げる事項のうち、市町村長の求められたも

の。 

・ 介護予防サービス計画の実施状況

・ 基本チェックリスト

・ 利用者基本情報

・ 介護予防支援経過記録

・ サービス担当者会議の開催等の状況

・ 介護予防支援に係る評価

・ その他市町村長が必要と認める事項
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〇 ３号から 13 号までの規定は、14号に規定する介護予防サービス計画の変更に

ついて準用する。 

③ 身体的拘束等の禁止

〇 事業者は、指定介護予防支援の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者

等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束その

他利用者の行動を制限する行為（次項において「身体的拘束等」という。）を行

ってはならない。 

〇 事業者は、身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者

の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。 

・ 緊急やむを得ない理由については、切迫性、非代替性及び一時性の３つの要

件を満たすことについて、組織等としてこれらの要件の確認等の手続きを極め

て慎重に行うこととし、その具体的な内容について記録すること。

・ 当該記録を５年間保存しなければならない。

④ 介護予防支援の提供に当たっての留意点

〇 介護予防支援の実施に当たっては、介護予防の効果を最大限に発揮できるよう

次に掲げる事項に留意しなければならない。 

・ 単に運動機能や栄養状態、口腔機能といった特定の機能の改善だけを目指す

ものではなく、これらの機能の改善や環境の調整などを通じて、利用者の日常

生活の自立のための取組を総合的に支援することによって生活の質の向上を目

指すこと。

・ 利用者による主体的な取組を支援し、常に利用者の生活機能の向上に対する

意欲を高めるよう支援すること。

・ 具体的な日常生活における行為について、利用者の状態の特性を踏まえた目

標を、期間を定めて設定し、利用者、サービス提供者等とともに目標を共有す

ること。

・ 利用者の自立を最大限に引き出す支援を行うことを基本とし、利用者のでき

る行為は可能な限り本人が行うよう配慮すること。

・ サービス担当者会議等を通じて、多くの種類の専門職の連携により、地域に

おける様々な予防給付の対象となるサービス以外の保健医療サービス又は福祉

サービス、当該地域の住民による自発的な活動によるサービス等の利用も含め

て、介護予防に資する取組を積極的に活用すること。

・ 地域支援事業（法第 115 条の 45に規定する地域支援事業をいう。）及び介護

給付と連続性及び一貫性を持った支援を行うよう配慮すること。

・ 介護予防サービス計画の策定に当たっては、利用者の個別性を重視した効果

的なものとすること。

・ 機能の改善の後についてもその状態の維持への支援に努めること。
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(6) 雑則

〇 電磁的記録について 

・ 指定介護予防支援事業者及び指定介護予防支援の提供に当たる者は、作成、保

存その他これらに類するもののうち、条例及びこの規則の規定において書面（書

面、書類、文書、謄本、抄本、正本、副本、複本その他文字、図形等人の知覚に

よって認識することができる情報が記載された紙その他の有体物をいう。以下こ

の条において同じ。）で行うことが規定されている又は想定されるものについて

は、書面に代えて、当該書面に係る電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他

人の知覚によっては認識することができない方式で作られる記録であって、電子

計算機による情報処理の用に供されるものをいう。）により行うことができる。

電磁的記録により行う場合は、個人情報保護委員会・厚生労働省「医療・介護

関係事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」及び厚生労働

省「医療情報システムの安全管理に関するガイドライン」等を遵守すること。 

〇 電磁的方法について 

・ 指定介護予防支援事業者及び指定介護予防支援の提供に当たる者は、交付、説

明、同意、承諾その他これらに類するもの（以下「交付等」という。）のうち、

条例及びこの規則の規定において書面で行うことが規定されている又は想定され

るものについては、当該交付等の相手方の承諾を得て、書面に代えて、電磁的方

法（電子的方法、磁気的方法その他人の知覚によって認識することができない方

法をいう。）によることができる。

電磁的方法による同意は、例えば電子メールにより利用者等が同意の意思表示

をした場合等が考えられること。なお、「押印についてのＱ＆Ａ（令和２年６月

19 日内閣府・法務省・経済産業省）」を参考にすること。 

電磁的方法による締結は、利用者等・事業者等の間の契約関係を明確にする観

点から、書面における署名又は記名・押印に代えて、電子署名を活用することが

望ましいこと。なお、「押印についてのＱ＆Ａ（令和２年６月 19 日内閣府・法務

省・経済産業省）」を参考にすること。 

電磁的方法による場合は、個人情報保護委員会・厚生労働省「医療・介護関係

事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」及び厚生労働省

「医療情報システムの安全管理に関するガイドライン」等を遵守すること。 
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３ 変更の届出等 (介護保険法第 115 条の 25、同法施行規則第 140条の 37) 

※１ 事業者は、下記の事項に変更があった場合、10日以内に、その旨を市長に届け出

なければならない。 

・ 事業所の名称・所在地

・ 申請者の名称及び主たる事務所の所在地、並びにその代表者の氏名、生年月

日、住所及び職名

・ 申請者の登記事項証明書又は条例

・ 事業所の平面図

・ 事業所の管理者の氏名、生年月日・住所及び経歴

・ 運営規程

・ 介護支援専門員の員数、氏名及びその登録番号

 ＜運営指導における不適正事例＞ 

・ 変更の届出がなされていない。（運営規程、平面図、担当職員等）

※２ 廃止（休止）届出書の事前届出

〇 事業所の廃止(休止）の１月前までに、その旨を市長に届け出なければならな

い。 

○ 事業所を休廃止しようとする事業者は、利用者等に対する継続的なサービス確

保のための便宜供与（他の事業者へのあっせん等）が法的に義務付けられてい

る。

☞ 届け出に関する様式等については福岡市ホームページに掲載。
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４ 指定の取消し （介護保険法第 115条の 29） 

市長は、次のいずれかに該当する場合においては指定を取り消し、又は期間を定めて

その指定の全部若しくは一部効力を停止することができる。 

ア 事業者が、第百十五条の二十二第二項第三号の二から第四号の二まで、第八

号（同項第四号の三に該当する者のあるものであるときを除く。）又は第九

号（同項第四号の三に該当する者であるときを除く。）のいずれかに該当す

るに至ったとき。

イ 事業者が、事業所の従業者の知識若しくは技能又は人員について、基準に定

める員数を満たすことができなくなったとき

ウ 事業者が、介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準又は運営に関

する基準に従って適正な事業の運営をすることができなくなったとき

エ 要支援者の人格を尊重し、忠実に職務を遂行する義務に違反したと認められ

るとき

オ 介護予防サービス計画費の請求に不正があったとき

カ 市町村長から求められた報告、帳簿書類の提出等に従わず、又は虚偽の報告

をしたとき

キ 事業者又は事業所の従業者が市長から求められた出頭に応じず、質問に答弁

しない若しくは虚偽の答弁をし、又は帳簿書類の検査を拒み、妨げ若しくは

妨げたとき。ただし、事業世の従業者がその行為をした場合において、その

行為を防止するため、事業者が、相当の注意及び監督を尽くした場合を除く

ク 事業者が、不正の手段により指定を受けたとき

ケ 事業者が、介護保険法やその他保健医療若しくは福祉に関する法律で、政令

で定めるもの又はこれらの法律に基づく命令若しくは処分に違反したとき

コ 事業者が、居宅サービス等に関し、不正又は著しく不当な行為をしたとき

サ 事業者の役員等のうちに、指定の取消し又は指定の全部若しくは一部の効力

の停止をしようとするとき前５年以内に居宅サービス等に関し不正又は著し

く不当な行為をした者があるとき

５ 主な関係法令等 

○ 事業運営関係

・指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防のための

効果的な支援の方法に関する基準（平成18年３月14日号外厚生労働省令第37号）

・「指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防のための

効果的な支援の方法に関する基準について（平成18年３月31日老振発第0331003号、老老発

第0331016号）」 
・「福岡市指定介護予防支援等の人員、設備及び運営の基準等を定める条例及び同施行規則」

○ 介護給付費関係

・指定介護予防支援に要する費用の額の算定に関する基準（平成18年厚生省告示第129号）

関連：厚生労働大臣が定める基準  （平成27年厚労省告示第93号） 
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・「指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項に

ついて（平成18年３月17日老計発第0317001号、老振発第0317001号、老老発第0317001号）」

６ 介護報酬関連 

（１） 指定介護予防支援の介護報酬について

① 介護予防支援費（地域包括支援センターが行う場合） ４４２単位／月

介護予防支援費（居宅介護支援事業所が行う場合） ４７２単位／月

※１ 利用者が月を通じて介護予防特定施設入居者生活介護又は介護予防小規模多

機能型居宅介護（短期利用介護予防居宅介護費を算定する場合を除く）若しくは

介護予防認知症対応型共同生活介護（介護予防短期利用共同生活介護費を算定す

る場合を除く。）を受けている場合は算定しない。 

※２ 居宅介護支援事業所への委託制限（１人８件）は廃止。(平成 24年度～)

② 高齢者虐待防止措置未実施減算について

高齢者虐待防止措置未実施減算については、事業所において高齢者虐待が発生した場

合ではなく、第１の２の（４）の㉘に規定する措置を講じていない場合に、利用者全員

について、所定単位数の 100分の１相当する単位数を所定単位数から減算する。 

③ 業務継続計画未策定減算について

業務継続計画未策定減算については、第１の２の（４）の⑱に規定する基準を満たさ

ない事実が生じた場合に、その翌月（基準を満たさない事実が生じた日が月の初日であ

る場合は当該月）から基準に満たない状況が解消されるに至った月まで、当該事業所の

利用者全員について、所定単位数の 100分の１相当する単位数を所定単位数から減算す

る。 

④ 特別地域介護予防支援加算

別に厚生労働大臣が定める地域に所在し、市長に対し、届出を行った事業所の介護支

援専門員が指定介護予防支援（居宅介護支援事業所が行う場合に限る）を行った場合

は、特別地域介護予防支援加算として、所定単位数の 100分の 15に相当する単位数を所

定単数に加算する。 

別に厚生労働大臣が定める地域については、37ページに記載。 

⑤ 中山間地域等における小規模事業所加算

別に厚生労働大臣が定める地域に所在し、かつ別に厚生労働大臣が定める施設基準に

適合するものとして、市長に対し、届出を行った事業所の介護支援専門員が指定介護予

防支援（居宅介護支援事業所が行うものに限る）を行った場合は、所定単位数の 100分

の 10に相当する単位数を所定単位数に加算する。 

別に厚生労働大臣が定める地域については、36ページに記載。 
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⑥ 中山間地域等に居住する者へのサービス提供加算

指定介護予防支援事業所の介護支援専門員が、別に厚生労働大臣が定める地域に居住

している利用者に対し、通常の事業の実施地域を越えて、指定介護予防支援（居宅介護

支援事業所が行う場合に限る）を行った場合 

別に厚生労働大臣が定める地域については、38ページに記載。 

⑦ 初回加算  ３００単位／月

介護予防の初回加算は「介護予防支援事業所」が初回か否かで判断する。委託を受け

た居宅介護支援事業所が初回であっても算定できないことがある。 

⑧ 委託連携加算 ３００単位／月

指定介護予防支援事業所が利用者に提供する指定介護予防支援を指定居宅介護支

援事業所（指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準（平成 11 年厚生

省令第 38 号）第２条第１項に規定する指定居宅介護支援事業所をいう。）に委託す

る際、当該利用者に係る必要な情報を当該指定居宅介護支援事業所に提供し、当該

指定居宅介護支援事業所における介護予防サービス計画の作成等に協力した場合

は、当該委託を開始した日の属する月に限り、利用者１人につき１回を限度として

所定単位数を加算する。 

なお、当該委託にあたっては、当該加算を勘案した委託費の設定を行うこと。 

＜運営指導における不適正事例＞

・ 居宅介護支援事業所への委託にあたって、利用者に係る必要な情報を提供した記録が

ない。

・ 委託を受ける居宅介護支援事業者による介護予防支援事業所への情報提供をもって本

加算を算定できると誤認している。
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（２） 別に厚生労働大臣が定める地域等について
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玄界島の誤字について、県の修正待ち
以下同じ



介護保険関連情報のホームページアドレスについて 

介護保険関連情報のホームページアドレスをまとめたものです。常に介護保険の最新情

報をご確認いただくとともに、日ごろの業務で疑問が生じた場合等にご活用ください。 

（１）厚生労働省 令和６年度介護報酬改定について 

令和６年度介護報酬改定に伴うQ＆A含む 

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_38790.html 

（２）介護保険最新情報（厚生労働省ホームページ） 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/kaigo_koureis

ha/index_00010.html 

（３）介護サービス関係Q&A 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/kaigo_koureis

ha/qa/index.html 

（４）ＷＡＭ ＮＥＴ 介護サービス関係Ｑ＆Ａ一覧 

https://www.wam.go.jp/wamappl/KakokaigoServiceQA.nsf/aList?Open&sc=&kc=&pc=1 
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